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　工 事 請 負 契 約 書

仕様書 (No.

見積書 (No.

添付仕様書のとおり

(5)  引　渡　日

(6)  工 事 価 格（ 税 抜 き ） 円

(7) 円

(8) 円

(9) 円

円

円

円

(10)  総　   　額（(8)＋(9)） 円

(11)
円

円

円

円

円

円

円

円

注文者(以下「甲」といいます。)と請負者(以下「乙」といいます。)とは、表記及び以下の約款に基づき

工事請負契約を締結します。

　 住所
甲
　 氏名

　 住所
乙
　 氏名

　　年　　月　　日

(12) 特 約 事 項

　　年　　月　　日

0 諸費用部分は概算額のため実費精算します。

　　年　　月　　日

　
支
払
期
日
及
び
支
払
方
法

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

印紙代

お
預
か
り
額

諸
費
用
概
算 諸 費 用 概 算 合 計 額

完成日とは、予定された全工程が終了する日をい
います。

　　年　　月　　日

 消     費     税     額
 及 び 地 方 消 費 税 額

 請負代金の額（(6)＋(7)）

(4) 工　   　期
着　工　日 　　年　　月　　日

完　成　日 　　年　　月　　日

(3) 工 事 内 容
施 工 場 所

仕　   　様

(1) 工 事 名 称 　　　　　様邸　　　工事

(2) 添 付 書 類

収入印紙

)

)

印印



第１条（総　則） 第９条（第三者との紛議）

第２条（請負代金及び支払方法等）

第３条（施工場所及び工事用地の確保） 第１０条（検査、請負代金の支払及び引渡し）

第１１条（金融機関の融資を利用する場合）

第４条（契約上の地位の移転）

第５条（工事の変更）

第６条（工期の延長）

第１２条（金融機関の融資を利用する場合の特例）

第７条（一般の損害）

第１３条（履行遅滞・違約金）

第８条（第三者の損害）

賠償の責を負います。ただし、その損害の発生が甲の ②甲が約定に従い請負代金の支払をしないときは、乙は、

責に帰すべき事由によるときは、甲がその賠償の責を 遅延日数に応じて、未払代金額に対し年６％の割合で計算

負います。１２３４５６７８９０１２３４５６７８９ した額の違約金を請求することができます。０１２３４

③引渡し後に生じた第１項の損害は甲が負担するものと することができます。ただし、その遅延が乙の責によらない

します。０１２３４５６７８９０１２３４５６７８９ ものである場合（第５条の変更があったとき、第６条及び

第７条第２項各号の事由によるものを含む。）は、この

施工のために第三者に損害が生じたときは、乙がその 限りではありません。０１２３４５６７８９０１２３

する損害。１２３４５６７８９０１２３４５６７

４．甲の都合又は甲の責に帰すべき事由により引渡しが 乙が工期内に工事を完成できないときは、甲は、表記

遅延しているとき。１２３４５６７８９０１２ の完成日の翌日を起算日とする遅延日数に応じて、工事

５．その他甲の責に帰すべき事由によるとき。０１２３ 価格に対し年１０％の割合で計算した額の違約金を請求

せず又は中止をしたとき。１２３４５６７８９０１ 業務の再委託に要した費用及び甲が乙に依頼した

３．天災その他の甲乙いずれの責にも帰すことのでき 許認可申請、技術的調査、試験等に要した費用が

ない不可抗力によって生じた甲の支給部材に対 あるときは、これを控除した金額を返還します。０１

までに着工できなかったとき又は甲が工事を繰延べ な行為にあるとき。０１２３４５６７８９０１２３

若しくは中止させたとき。０１２３４５６７８９０ ②前項により契約を解除したときは、乙は既収代金全額を

２．前金払い又は部分払いが遅れたため、乙が着工 無利息にて甲に返還します。ただし、構造計算書作成

ものは、甲が負担するものとし、乙は必要に応じて には、この限りではありません。１２３４５６７８９０

工期を延長することができます。０１２３４５６７ １．甲が既に建築確認済証を取得しているとき。０１２

１．甲の都合又は甲の責に帰すべき事由によって着工日 ２．当該不承認の原因が申込手続等における甲の不誠実

引渡しまでに工事の既成部分、工事材料その他施工 になり、請負代金の支払が困難となったときは、甲又は

一般について生じた損害は、乙の負担とします。０ 乙はこの契約を締結時にさかのぼって解除することが

②前項の損害のうち次の各号のいずれかにより生じた できます。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合

乙の責に帰すことのできない事由によって工期内に これを請負代金に充当し、甲はこれを承諾します。０１２

工事を完成することができないときは、甲に遅滞なく

その理由を付して工期を延長することができます。０ 甲が前条の融資利用において、利用予定金融機関の融資

申込みのいずれについても、その全部又は一部が不承認

相手方に対し、請負代金の変更を求めることができる 乙の指定する期日までに、当該融資金の代理受領に必要な

ものとします。０１２３４５６７８９０１２３４５６７ 書類一式を乙に交付するものとします。ただし、金融機関が

代理受領を認めないときは、この限りではありません。１

乙は、工事に支障を及ぼす天災、天候の不良その他 ③前項により乙が融資金を代理受領したときは、乙は、

③甲及び乙は、契約期間内に予期できない法令の制定 に対して照会すること及び当該金融機関が乙に対し

若しくは改廃又は経済事情の激変等によって、請負 回答することについて、あらかじめ承諾すること。

代金が明らかに適当でないと認められるときは、 ②甲は、前項の場合、その融資金の代理受領を乙に委任し、

②前項の請負代金の変更をするときは、工事の減少部分 なお、着工までに提出がないときは、乙は着工しない

については見積書により、増加部分については、変更 ことができ、第７条第２項の定めに従うものとします。

時の時価により定めるものとします。０１２３４５６７８ ４．甲の融資に関し、その承認の状況等を乙が金融機関

甲乙協議のうえ書面によってこれを定めるものとします。 通知等の内容を乙に報告すること。０１２３４５

なお、甲の都合による変更により乙が損害を被った ３．前号の通知等が書面による場合は、その原本を乙に

場合、乙は甲に対し、その補償を求めることができます。 提示のうえ、着工までに、その写しを提出すること。

書面による承諾を得た場合は、この限りではありません。 すること（乙が金融機関から当該写しを直接受領

できる場合は除く。）。１２３４５６７８９０１

甲及び乙は、設計、工期又は工事の内容を変更する ２．金融機関から当該融資申込みの承認又は不承認

ときは、その変更の内容及び請負代金等について、 に関する通知等を受けたときは、すみやかに当該

甲及び乙は、この契約上の地位を移転し、又はこの 融資を利用する場合、次の各号に従うものとします。

契約により生じる自己の権利義務を第三者に譲渡し、 １ ． 当 該 融 資 の 申 込 手 続 を 終 え た 後 、 す み や か に

又は承継させることはできません。ただし、相手方の その申込手続に関する控え書類の写しを乙に提出

買戻権、地上権、賃借権その他の権利が設定されている ③本条の検査を終了し、甲が乙に請負代金の支払を完了

ときは、甲は、着工までに当該権利を消滅させるもの したときは、乙は、甲に工事の目的物の引渡しを行います。

とします。１２３４５６７８９０１２３４５６７８

甲は、請負代金の支払の一部に充てるため金融機関の

の使用権原を示す書面又はその写しを提出するもの やかにこれを補修します。ただし、その不適合の程度が

とします。１２３４５６７８９０１２３４５６７８９ 軽微であるときは、乙は、引渡し後においてこれを補修

③第１項の施工場所に、第三者の抵当権（根抵当権）、 することができます。０１２３４５６７８９０１２３

確保し、乙の使用に供するものとします。１２３４５６ ②検査の結果、工事に契約内容と適合しない部分（種類

② 前 項 の 施 工 場 所 及 び 工 事 用 地 が 借 地 又 は 共 有 地 又は品質に関してこの契約の内容に適合しない状態を

であるとき等は、甲は乙に対し、着工までに当該用地 いいます。以下、同じ。）があったときは、乙は、すみ

甲は、表記の施工場所及びその他この契約において施工 乙が工事を完成したときは、乙は、その引渡しに先立っ

上必要な土地（進入路も含みます。以下、「工事用地」 て、甲の検査を求め、甲は、すみやかにこれに応じて、

といいます。）があるときは、当該土地を着工日までに 乙の立会いのもとに検査を行うものとします。０１２３

部分については概算であるため、お預かり額と実費額 として生じた紛議は、甲がその解決にあたり、乙は、

とに差異が生じたとき（記載項目以外の費用が発生 甲と協議のうえ必要と認めるときは、第７条第２項

した場合も含みます。）は、実費額確定後、精算します。 による措置をとります。０１２３４５６７８９０

甲は、乙に対し、表記の請負代金の額及び諸費用 その解決にあたり、甲乙協議のうえ必要な措置を

概算お預かり額の合計額を表記のお支払期日及び とります。１ ２ ３４ ５６ ７８ ９０ １２ ３４ ５６

お支払方法のとおり支払います。ただし、諸費用額 ２．日照妨害、眺望侵害等敷地の土地利用形態を原因

工　事　請　負　契　約　書　約　款

甲は、乙に対し、表記工事内容の工事（以下単に「工事」 工事に関し第三者との間に紛議が生じたときは、甲乙

といいます。）を発注し、乙はこれを請け負います。０１ 協力して次の各号に従いその解決にあたるものとします。

１．震動、騒音等施工を原因として生じた紛議は、乙が



第１４条（契約不適合責任）

第２１条（紛争の解決）

第１５条（甲による解除）

第１６条（乙による中止・解除）

第２２条（附　則）

（特約事項）

第１７条（甲が複数の場合）

第１８条（収入印紙等の費用）

第１９条（個人情報の取扱い）

第２０条（反社会的勢力の排除）

関する調査報告を求められた場合、合理的な範囲の 　口座名義人

ものである限り、これに応じるものとします。０１２ 　　積和建設中国株式会社

するものが反社会的勢力への資金提供を行う等、 お振込先

その活動を助長する行為を行わないこと。０１２ 広島銀行 西風新都支店

②甲は、乙から反社会的勢力と甲との関係の有無に 普通口座 3065815

３．反社会的勢力を、従業員又はこれに準ずるものと

して業務に従事させていないこと。１２３４５６

４．自ら又は第三者を利用して、相手方に対し、暴力的

行為、詐術・脅迫的行為、業務妨害行為その他の

違法行為を行わないこと。９０１２３４５６７

５．自ら又は自らの役員若しくは実質的に経営を支配

１．暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、暴力団関係

企業の役職員、総会屋、社会運動・政治活動標ぼう

ゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ずるもの

（以下「反社会的勢力」といいます。）でないこと。

２．自らの役員又は実質的に経営を支配するものが

反社会的勢力ではないこと。１２３４５６７８９

範囲に限り利用されることを異議なく承諾するものと

します。１２３４５６７８９０１２３４５６７８９

②乙は、前項の事業者による甲の個人情報の利用に

つ い て 、 甲 に 対 し 責 任 を 負 い ま す 。 １ ２ ３ ４ ５

甲及び乙は、現在及び将来において、次の各号のとおり

相違ないことを相手方に対し表明・保証します。０１２

するものとし、甲が乙から提示を求められた書類（融資

証明書、住民票の写し、印鑑登録証明書等）の取得費用

は甲が負担するものとします。１２３４５６７８９０１２

甲は、この契約が、乙の総合的な監督のもと、多数の

事業者の関与により履行され、甲の個人情報の一部

が、これら事業者によってこの契約の履行に必要な

することができるものとし、これにより乙は、この契約に

基づく請求、通知、引渡し等は当該代表者に対して行えば

足りるものとします。なお、契約の変更、解除については

代表者のみで行うことはできず、甲全員の同意を要する

ものとします。１２３４５６７８９１２３４５６７８９

この契約書に貼付する印紙代は、甲乙折半して負担

②前項の場合、前条の定めに従うものとします。０１

甲が２名以上の共同にて契約者となる場合、この契約

に基づく請負代金その他の金銭の支払については全員

が連帯して債務を負います。１２３４５６７８９０１

②前項の場合、甲乙協議のうえ、甲の代表者を１名選任 以　 上　

３．甲が正当な理由なく、この契約の履行に向けた協力を 第１２条記載の利用予定金融機関は、以下のとおりとし

提供せず、これによりこの契約に定める義務の履行が 　　ます。

著しく困難となったとき。１２３４５６７８９０１ 　　利 用 予 定 金 融 機 関　：　

解除することができます。１２３４５６７８９１２３４５ この契約に定めていない事項については、甲乙協議

１．甲が請負代金の支払を遅延したとき。０１２３４５６ のうえこれを定めるものとします。１２３４５６７

２．甲が第３条に定める義務を履行せず、乙が施工でき

ないとき。１２３４５６７８９０１２３４５６７

選んで、これに紛争の解決を依頼するか、建設業法に

次の各号のいずれかに該当する場合で、乙が甲に対し、 よる建設工事紛争審査会のあっせん若しくは調停に

書面をもって相当の期間を定めて催告をしてもなおこれが よってその解決を図ることができます。０１２３４

解消されないときは、乙はこの工事を中止し、又は契約を

甲の都合又は甲の責に帰すべき事由により、この契約が 裁判所とします。１２３４５６７８９０１２３４５６

解除されたときは、乙は甲に対し、乙に生じた損害額を ②前項の定めにかかわらず、甲及び乙が合意するときは、

請求できるものとします。０１２３４５６７８９０１２ 当事者双方又は一方から相手方の承認する第三者を

内容と適合しない部分につき、民法に定める担保責任を これにより被った損害の賠償を請求することができます。

負います。ただし、付帯設備及び付属施設のうち製造者

保証のあるものは、当該保証によります。０１２３４５６ この契約について紛争が生じたときは、甲若しくは乙の

住所地又は建築地のいずれかを管轄する裁判所を第一審

拒むことができ、このために要する管理費用等は、甲が 契約を解除することができ、この場合、第１５条の定め

負担するものとします。０１２３４５６７８９０１２３ に従うものとします。０１２３４５６７８９０１２３

④甲は、乙が本条第１項に違反したと認められるときは、

乙は、工事につき、現実の引渡しの日から２年間、契約 この契約を解除することができ、この場合、乙に対し

③前項の場合にあっては、乙は、工事の目的物の引渡しを ③乙は、甲が前二項に違反したと認められるときは、この


